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○ 現在の農業農村整備事業における費用対効果分析の対象としている効果は、食料の安定供給の確保や農業の持続的発展
に関する農業上の効果に加え、付随的に発生する農村の振興や多面的機能の発揮に関する公益的な効果も含め、算定可能
な全ての効果が対象。

○ 担い手の育成、６次産業化の促進、農村協働力の維持・向上など、地域経済等への波及効果もあり、これら効果の発現状況
は、定性的に事後評価において確認。
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食料の安定
供給の確保に
関する効果

農業の持続的
発展に関する

効果

農村の振興に関
する効果

多面的機能の発
揮に関する効果

作物生産量の増加、
品質の向上
・作付面積、収量、

単価、商品化率 等

営農経費・維持管理費の軽減

・営農に係る機械経費、労働経費
・施設の補修・改修、運転・点検に要する

費用 等

耕作放棄の発生防止

・将来の耕作放棄地予測面積
・作付面積、収量、単価 等

災害による被害の軽減(農業資産)

・農作物、農用地、農業用施設の
被害額 等

地域用水機能の向上
・除雪に係る経費
・防火水槽等の設置費用 等

災害による被害の軽減
(一般資産)
・住宅、工場等の被害額 等

景観・環境機能の向上

・保全・創造される景観・環境等の価値 等

地下水かん養量の増加
・地下水かん養量
・代替施設の設置費用 等

都市農村交流の促進

・訪問回数・時間、
交通費 等

担い手の育成

・担い手数、農業生産法人数
・経営規模別農家数 等

【費用対効果分析の対象としている効果】 【定性的に確認された効果】

６次産業化や地産地消の取組
促進

・取組数、生産量、販売額 等

地域雇用の創出

・加工場や直売所の雇用者数 等

環境保全型農業の取組促進
・取組数、周辺環境への影響 等

農村協働力の維持・向上
・非農家を巻き込んだ取組事例
・移住者（U・J・Iターン）数 等

Ⅰ 農業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進①
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Ⅰ 農業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進②

○ 事業効果を高めるために､事前評価､再評価及び事後評価の一連のサイクル(PDCAサイクル)を実施。

○ 事後評価における事業効果の評価手法の改良や、好事例地区を分析したプロセス事例などから、事前評価においてストック
効果を適切に反映させるため、ストック効果の評価手法の改善やその活用が必要。

○ 優良事例の横展開を行い事例数を増やすとともに、それらの事例を分析し、評価手法の改善を検討。

事業効果の評価手法の改良や好事例地区のプロセスなどから

事前評価等におけるストック効果の評価手法の改善やその活用が必要

○ 地域の特性を活かし
た特色ある発展を実現
した地域を取り上げ、
雇用の増加等の観点か
ら好事例地区として、
その発展プロセスにお
いて、成功したきっか
けやステップなどを時
系列で分析。

○ 事例集を作成して公
表し横展開。

事業の計画

事後評価

●農業農村整備事業におけるPDCAサイクル

事業を
実施しない

事
業
の
中
止

好事例として
他の地区へ紹介・・・②

事業計画・事業評価手法
の改良のためフィード

バック・・・①、②

より一層の効果発現
のため完了地区を

フォローアップ

[

事
業
実
施
前
の
評
価]

[

事
業
実
施
中
の
評
価]

[

事
業
完
了
後
の
評
価]

事業に着手する
妥当性がない

事業に着手する妥当性がある

計画の
見直し
が必要

計画に沿って
継続する妥当
性がある

①事後評価におけるストック効果の評価手法の改善

②事例の分析

○ 事業完了後、事業効果の発現状況等を評価し、今後の事業のあり
方等に適切に対応させるため事後評価を実施。

○ 事後評価では、これまで定性的に把握していた効果についても可
能な限り定量化して事業効果を算定。

○ 評価の結果の反映等を通じ、定量化が可能な効果項目の追加や算
定手法の高度化等を図ることとしている。

事業採択・着工

再評価

事業を継続

計
画
変
更

事前評価
費用対効果分析

チェックリスト

事業の完了

プロセス事例の一例
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酒造業法人

35.2ha 

有機野菜法人

16.9ha 小売業法人

14.0ha 

野菜販売法人

12.6ha 

観光農園法人

4.4ha 

その他法人

24.6ha 

107.7ha
(H28.2)

・貸し手農家に安定した収益を約束

観光農園団地

花・野菜団地(専業)

自作経営団地

公社利活用団地
（企業向け）

○ 荒廃農地の再生と新たな農業の展開を通じた地域の活力向上に向けて活性化構想を策定し、基盤整備を実施。
○ 基盤整備により、担い手の誘致を意図した団地、専業農家の団地など目的別に農地を集約化。
○ 市の農業振興公社と県等関係機関が連携しつつ集約化した農地への企業参入を図り、多様な担い手を確保。

企業の農業参⼊と荒廃農地の再⽣を組み合わせたフードバレーの実現

【農地の集約化と担い⼿の確保】
○ 基盤整備により、農地の６割以上を集約化
○ 集約化した農地には、５社の企業系法⼈が新規参⼊
【地域全体への波及】
○ 本地区の成功を契機に、他地区でも基盤整備を通じた企業参⼊が
進み(市全体で17社が参⼊) 、約450⼈を新たに雇⽤

 かつて盛んだった養蚕業の衰退
等により荒廃農地が増⼤

【営農規模】企業型法⼈: 平均5.3ha（最⼤: 12ha）
【経営体数】企業型５法⼈、観光農園５法⼈、個⼈経営農家
【 作 ⽬ 】ワイン⽤ぶどう: 12ha、野菜⽔耕栽培: 10ha

さくらんぼ等体験農園: 5ha
りんご、だいこん、⻑芋、明野⾦時

【雇⽤･交流】企業型法⼈では約150⼈の新規雇⽤（H28.3）
観光農園の⼊込客数 33,464⼈（H22実績）

多様な担い⼿
【営農規模】平均 0.5ha
【経営体数】538⼾
【 作 ⽬ 】桑: 139ha

りんご:  20ha
ぶどう:   ２ha
野菜 : 111ha
（だいこん､⻑芋等）

⼩規模農家

整備前

整備後

法人17社の業種別経営面積
（最大区画 6ha）

ワイン用ぶどう園

トマト養液栽培

観光農園

地
区
の
特
徴

中
間
地
域

野
菜
・
果
樹

※ 企業型法⼈: 企業が出資(50％未満)した法⼈、⼜は企業が直接営農している法⼈

① 花･野菜団地､観光農園、公社利活⽤
団地など⽬的別に農地をゾーニング

② 農観連携に向けた畑地を整備
③ 公社による農地の賃貸借を推進

畑地帯総合整備事業（H4〜23）
・標準区画は

長辺100m
×短辺30～50m

・勾配は長辺方向1.5%､
短辺方向3～5%

・表土流亡を防ぐため､
周囲に畦畔を設置

荒廃農地の増加 地域活性化構想の検討

農業振興公社の設立

荒廃農地の再生と企業参入

キ
ー
ワ
ー
ド

法
人
化

集
積
･
集
約
化

高
収
益
作
物

【山梨県･北杜市】
ほくと

取 組 前 取 組 後取組内容

畑地かんがい､区画整理､農道の整備

M社のワインは
H26国際ｺﾝｸｰﾙ

金賞！

Ａ社は新技術を
導入し、10aで
74ﾄﾝのトマトを

生産！

年間観光客
1万4千人､

売上２千万円超
を実現！

狭小な道路
不整形な農地

凡 例

野菜等耕作地

使 用 桑 園

遊 休 桑 園

原野･荒廃農地

山 林 等

県営ﾌﾗﾜｰｾﾝﾀｰ
ハイジの村

６
次
産
業
化

参考

３



整備された農地の賃貸借を仲介する法⼈を創設し、借り⼿
に整備費負担を求めるとともに、貸し⼿が賃借料等の収⼊を
安定的に得られるような仕組みを⽰し、理解を求めました。

○ 荒廃農地を含めた農地の
換地・再編(区画整理、畑地
かんがい等)を実施

○ 目的別に農地を集約化し、
４種類の営農団地を整備

・花･野菜団地 ・自作経営団地
・観光農園 ・公社利活用団地

Step２ （H４〜23）
基盤整備の実施

○ 地域外から担い手を確保
し、農地の賃貸借の調整役と
なる組織を創設

○ 賃貸借条件を明確化

・農地の活用は原則20年
・借り手が整備費を負担
・活用後の上物施設の撤去 等

Step３ （H８）
農業振興公社の設立

今
後
の
展
望

☑ 新たな産業創出を促すなど、農産物の生産体制の強
化と担い手の所得向上に向けた取組を推進

☑ 市内の農業者、加工業者、観光事業者等が連携し、

ブランド化や交流人口の拡大に向けた取組を推進

☑ 次世代に向けて、農山村での暮らしや伝統文化の魅

力、及び新たな産業創出の可能性を伝えることで持続
可能な地域づくりを推進

☑ 農地中間管理機構を活用した担い手への集積・集約

化を推進

将来を懸念した共有地の組合⻑と市議らが
リーダーシップを発揮し、問題解消に向けて
地域内で検討が進められました。

○ 荒廃農地を解消し、地域の
活力を生み出す資源として活
用するため、農地の再編整備
方針を検討

○ 景観と観光農園等を組み合
わせた農観連携型の地域振興
策を指向

Step１ （H２）
地域活性化構想の検討

○ 企業同士がﾈｯﾄﾜｰｸを構築し､
植物残渣の処理､物流の共同化
や６次産業化､地域を活性化さ
せる取組を推進

○ 県や市のほか､大学やＪＡ､
物流企業等が賛助会員として
参画し、取組を支援

Step６ （H26〜）
企業コンソーシアムの設立

養蚕業の衰退や
高齢化等に伴い
農家の耕作意欲
が減退し、荒廃

農地が増大

きっかけ

地
域
資
源
保
全

美
し
い
農
村

再
エ
ネ
等

水
利
施
設
整
備

防
災
・
減
災
力

◆ 誰がどのように ･･･？ ☆ 基盤整備の不安をどう解消 ･･･？

将来に向けて

多くの人が集う賑わいの創出に向けて ･･･

｢ひまわりフェスティバル｣
や ｢ダイコンまつり｣ など
地域の資源を活かしたイベ
ントを開催し、交流⼈⼝の
増加に向けて取り組んでい
ます

○ 気候や立地の優位性を活かし､公社と県が連携して企業を誘致
○ 遊休農地を参入希望企業に紹介し､地権者とのﾏｯﾁﾝｸﾞを実施

◆ 明野九州屋ファーム
◆ ミサワワイナリー

企 業 の 農 業 参 入

Step４ （H22〜）

・広島県の農業生産法
人が､首都圏での需要
増加による生産規模
拡大のため参入

・水耕栽培でｽﾌﾟﾗｳﾄ(発
芽野菜)を生産

(株) 村上農園

・ﾘｻｲｸﾙ業(株)田丸が経
営多角化のため参入

・カゴメの技術指導を
得つつ販売提携し､環
境制御型温室で高品
質多収のﾄﾏﾄを生産

(有) アグリマインド

・山梨県､北杜市と包括
連携協定を締結

・露地栽培でﾚﾀｽやｷｬﾍﾞ
ﾂ等の野菜を生産

(株) イオンアグリ創造

強い農業づくり
交付⾦を活⽤
し､⼤型機械や
加⼯施設を導⼊

5

企業と地域の双⽅にメリットがあります

荒廃農地を活用して
新たな雇用が創出され

地域が活性化

地 域

大規模な団地を形成し
コストダウンが可能

参⼊企業

参入
希望から
決定まで
平均２年、
最短１年程度
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Ⅱ 林業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進①

ストック
効果

水源涵養の効果
・洪水の緩和 ・流域での貯水
・水質の浄化

等

安全・安心な国土
形成に関する効果

被害等軽減の効果
・災害時の迂回路の確保
・森林火災の延焼防止 等

環境を保全する効果
・ＣＯ２の固定 ・気候の緩和 ・騒音の軽減 ・飛砂の軽減
・風害の軽減 ・大気の浄化 ・生物多様性の保全 等

生活利便性の向上効果
・走行時間の短縮
・通行の安全の確保 等

木材生産等の増産効果
・木材の搬出コストの縮減
・木材生産量の増加 等

生活環境向上に
関する効果

森林の総合利用効果
・森林等とのふれあい機会の創出
・特用林産物等の収穫量の増大 等

○ 林野公共施設のストック効果は、地域の安全・安心な国土形成に関する効果や山村地域の活力創造に関する効果、生活環
境向上に関する効果など幅広い分野に及び、定量的に算定可能な効果を費用対効果分析の対象としている。

○ 事業の実施にあたっては、費用対効果分析その他の手法により、定量的・定性的に示された分析結果を踏まえて総合的に
事前評価を実施しているところ。

山村地域の
活力創造に
関する効果

災害防止の効果
・山地災害の防止 ・なだれの防止
・潮害等の軽減 ・海岸侵食の防止

等

自然環境・風致の保全形成効果
・景観保全 ・海岸林の遺産的価値 等

（現状、費用便益分析の対象となっていない効果）
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事業の計画

事後評価

○ 林道の整備については、自然条件等の良い林業経営に適した森林を主体に整備を加速化することとし、地域森林計画において、当
面の間伐量や公道等の整備状況等を勘案して定められた林道の開設計画に基づいて実施。

○ 事業効果を高めるために､事前評価､再評価及び事後評価の一連のサイクル(PDCAサイクル)を実施。

○ 事後評価における事業効果の評価手法の改善や優良地区を分析したプロセス事例を通じて、現在事業評価の対象となっていない
ストック効果の把握・活用の方法について検討。

事業効果の評価手法の改善や優良地区のプロセス事例などから
ストック効果の把握・活用の方法について検討

●森林整備事業、治山事業におけるPDCAサイクル

事業を
実施しない

事
業
の
中
止

好事例として
他の地区へ紹介・・・②事業計画・事業評価手

法の改良のためフィード
バック・・・①、②

より一層の効果発現
のため完了地区を

フォローアップ

[

事
業
実
施
前
の
評
価]

[

事
業
実
施
中
の
評
価]

[

事
業
完
了
後
の
評
価]

事業に着手する
妥当性がない

事業に着手する妥当性がある

計画の
見直し
が必要

計画に沿って
継続する妥当
性がある

①事後評価におけるストック効果の評価手法の改善

②事例の分析

○ 事業完了後概ね５年を経過した事業について、事業効果の発現状況等を評
価し、今後の事業のあり方等に適切に対応させるため事後評価を実施。

○ 事後評価では、これまで定性的に把握していた効果についても可能な限り
定量化して事業効果を算定。

○ 評価の結果の反映等を通じ、定量化が可能な効果項目の追加や算定手法の
高度化等を図ることとしている。

事業採択・着工

再評価

事業を継続

計
画
変
更

事前評価
費用対効果分析

チェックリスト

事業の完了

Ⅱ 林業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進②

【整備実施前】

事例１：林道施設（林道整備による間接的効果の発揮等）

アクセスが不便なため、森林資源が
有効活用されず、水源のかん養等の森
林の公益的機能も低下。

林道の整備により、木材搬出の低コスト
化が図られるなど森林施業が効率化する
とともに森林の公益的機能が発揮。

また、効率的な森林整備により、木材生
産量が増加。

【事業の実施】

大型トラックによ
る運搬が可能

【災害時の迂回路の確保】
地震等の災害により国道等の公道

が寸断された際、林道が迂回路として
活用。

過密化した森林 公益的機能の発揮

岩手県釜石市の事例

・東日本大震災による大津
波により国道45号は釜石市
内各地で寸断。

熊本県の事例

迂回路として活用される

林道大骨線

おおほね

おおほね

・林道大骨線が迂回路として
活用された。

６



公益的機能を持続的
に発揮し、将来の森
林管理コストの低減
にも寄与

Before After
公的な関与による森林整備
• 奥地水源等における高齢級人工林の複層林化
• 森林整備法人による整備促進（所在不明者のいる分

収林での契約変更の円滑化等）、公有林化の推進

育成複層林100万ha

育成

伐採植栽

利用

再造林等による適切な更新の確保
• 造林コストの低減、種苗生産体制の整備
• 再造林実施の適切な把握、鳥獣害対策の推進

路網整備の推進
• 立地条件・社会的条件の良い育成単層林での先行

的な路網整備

面的なまとまりをもった森林経営
• 施業集約化に加え、共有林での施業促進、

森林組合による保有・経営、生産森林組合
の活性化等を推進

• 森林関連情報の整備・提供（ICT活用、林地
台帳の作成等）

適切な間
伐の実施

モザイク施業等により、効率的に複層林へ移行国土保全の推進
• 事前防災・減災対策として

の治山事業の推進等
• 森林病虫獣害対策の推進

山村振興・地方創生
• 林業・木材産業の成長産業

化、特用林産物の生産振興、
自伐林家等の取組の推進

• 都市と山村の交流促進
• 地域森林の適切な保全管理

多様で健全な森林へ誘導

• 地域森林計画編入に向けた現況調査
• 早生樹種等の実証的な植栽
• 保安林への指定と適切な整備・保全

（グリーンインフラとしての活用）

育成単層林1,030万ha

天然生林1,380万ha

天然生林1,170万ha

育成単層林660万ha

Ⅱ （参考）資源の循環利用による林業の成長産業化

育成複層林680万ha
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ストック
効果

水産物の
生産性向上効果

地域産業の
活性化効果

生活・就労環境
向上効果

安全・安心の
効果

裾野産業への効果
・加工場等関連産業集積 ・地価向上 ・雇用者数増加
・観光・交流人口の増加 ・所得増加 ・人口増加 等

漁獲物付加価値向上の効果
・品質の向上 ・取扱量増加 ・販路拡大 ・輸出拡大 等

生産コスト削減の効果
・陸揚げ作業時間の短縮
・漁船の耐用年数向上 等

漁獲機会の増大効果
・出漁可能回数の増加
・出漁対象漁場の増加 等

漁獲可能資源の維持・培養効果
・漁獲量の増加 等

漁業就業環境の向上効果
・労働作業の軽労化 等

生活環境の改善効果
・生活道整備による利便性向上 等

生命・財産保全・防護効果
・漁港背後住民の財産保護 等

避難・救助効果
・避難漁船の受け入れ 等

自然保全、文化の
継承効果

自然環境保全・修復効果
・藻場・干潟等の保全、修復 等

地域文化の保全・継承効果
・固有の文化・景観の維持 等

Ⅲ 水産業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進

現状、費用対効果分析の対象として算定される主な効果

◯ 現在の漁港漁場整備事業における費用対効果分析の対象としている効果は、水産物の生産性向上効果に加え、
地域産業の活性化、生活や就労環境の向上、自然保全や地域の安全・安心など幅広い分野において、算定可能な全
ての効果が対象。

○ 漁獲物の販路や輸出の拡大効果や加工場等関連産業の集積効果等については、事後評価において確認。

Ⅲ 水産業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進①
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200

300

400

500

600

H22 H23 H24 H25 H26

単価

（円/kg）

事業の計画

事後評価

事業効果の評価手法の改善や優良地区のプロセス事例などから
ストック効果の評価手法やその活用方法について検討

●水産基盤整備事業におけるPDCAサイクル

事業を
実施しない

事
業
の
中
止

好事例として
他の地区へ紹介・・・②

事業計画・事業評価手法
の改良のためフィード

バック・・・①、②

より一層の効果発現
のため完了地区を

フォローアップ

[

事
業
実
施
前
の
評
価]

[

事
業
実
施
中
の
評
価]

[

事
業
完
了
後
の
評
価]

事業に着手する
妥当性がない

事業に着手する妥当性がある

計画の
見直し
が必要

計画に沿って
継続する妥当

性がある

①事後評価におけるストック効果の評価手法の改善

②事例の分析

○ 事業完了後概ね５年を経過した事業について、事業効果の発現状況等を評価
し、今後の事業のあり方等に適切に対応させるため事後評価を実施。

○ 事後評価では、これまで定性的に把握していた効果についても可能な限り定
量化して事業効果を算定。

○ 評価の結果の反映等を通じ、定量化が可能な効果項目の追加や算定手法の高
度化等を図ることとしている。

事業採択・着工

再評価

事業を継続

計
画
変
更

事前評価
費用対効果分析

チェックリスト

事業の完了

Ⅲ 水産業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進

衛生管理型荷さばき所の整備による魚価の向上と地域の活性化【愛媛県八幡浜市】

【事業の実施】
地域水産業の競争力強化を目的とした衛生管理型の荷さばき所を岸壁と一体
的に整備

【たちうおの単価向上効果】
鮮度保持がなされることで、
たちうおの単価が55％向上。

Ⅲ 水産業関係 ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進②

整備前 整備後

平均526円/kg平均340円/kg

衛生管理型荷さばき所 荷さばき所内を見学
（約1,400人/年）

直販施設（どーや市場）
（約20万人/年）

【来訪者の増加による地域活性化効果】

高度衛生管理型荷さばき所
直販施設

○ 事業効果を高めるために､事前評価､再評価及び事後評価の一連のサイクル(PDCAサイクル)を実施。

○ 事後評価における事業効果の評価手法の改善や優良地区を分析したプロセス事例などから、ストック効果の評価手法やその活用方
法についてまずは検討。
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